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広告としてのウェブサイトとインタラクティブ性
　　　　　企業ウェブサイトの現状と間題点（注1）
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要約
　インターネット広告の特長の第1は「双方向性」であると言われている。主要広告主を対象
に、インタラクティブ性への取り組みとあわせて、ウェブサイトの将来性と問題点について
アンケート調査を行った。企業ウェブサイトには、インタラクティブ機能のうちフィードバ
ック・リンク、FAQ、会員制度などは大部分の企業ウェブサイトにあり、掲示板を除けば、
約3分の2以上の企業が消費者の期待しているインタラクティブ機能を備えているといえよう。
また、ウェブサイトについて企業から指摘された問題で最も多かったのは、ウェブサイト運
営の費用対効果についてである。この問題解決への提案を試みる。
キーワード：インターネット、ウェブサイト、インタラクテイブ性、広告マネジメント、
　　　　　　目標による広告管理
はじめに
　インターネット広告にはいくつかの特長があるが、その第1は、「双方向性」であると言わ
れている。筆者は2001年、企業ウェブサイトについて、消費者から見たインタラクテイブ性
の評価とウェブサイトの総合評価との関係を考察した（注2）。この調査において、ウェブサ
イトに求められていることは、まず「必要な情報」があり、「常に情報が新しく更新され」、
「トップページが分かりやすいこと」である。同時に、ウェブサイトのインタラクテイブ機能
の一部であるフィードバックーリンクや会員制度なども、ユーザーの総合評価と相関がある
ことを検証した。
＊SHODA，Tatsuo［情報システム学科コ
＊＊TSUKADA，Shin－ichi［情報システム学科］
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　また、その後インフォプラント社の協力を得て、2001年10月に「生活者に役に立つウェブ
サイト」についてアンケート調査を行い、消費者の視点から、企業ウェブサイトに対する期
待を探った（注3）。そこで、これらの消費者調査結果を踏まえて、主要広告主を対象にウェ
ブサイトの運営実態、インタラクティブ性への取り組み、あわせてウェブサイトの将来性と
問題点について調査を行った。
　調査内容は、インタラクティブ性に関連して、企業ウェブサイト上のフイードバック・リ
ンク、会員制度、掲示板などのインタラクテイブ機能の開設状態、また消費者からの問い合
わせ対応体制などである。また、ウェブサイトについての種々の意見を提示し、提示された
意見への賛成度から広告主のウェブサイトに関する認識を求めるとともに、ウェブサイトの
将来性と問題点を自由記入の形で探った。
　この論文の構成は、ウェブサイトについての先行研究をレビューし、次いで筆者が2001年
に行った調査結果をまとめる。そして今回行った企業アンケート調査結果を報告する。最後
に、企業から指摘された問題点について、先行研究を参考に筆者としてのささやかな提案を
試みる。
1’先行研究
1－1　マーケティングにおけるインタラクティブ性の重要性
　マーケテイングの目的は顧客創造であると言われる（Levitt1962）（注4）。その顧客とは、
一度だけの買い手ではなく「おとくいさん」であり、繰り返し購入してくれるFrequent
shopPerである。
　Kot1er（1999）は顧客について
　「初めての客→再購買顧客→クラィアント→支持者→メンバー→パートナー」
へと進化するといラ（注5）。Aaker（2o01）は、東京における講演において、ウェブサイトは
こうした顧客の進化を促進すると主張している（注6）。
　矢作・嶋口・和田ら（1996）は、これカ）らの「企業のキーワードはインタラクション」で
．あるとして、「インタラクティブ・マネジメント」を提案している（注7）。和田ら（2000）は、
由係性マーケティングの「中心概念はインタラクションである」と述べている（注8）。
　筆者もこうした提案に同意するものであり、マーケテイ、ングの基本は顧客とのインタラク
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ションによる長期的な相互繁栄（Win－Win）関係の構築であると考えている。したがって、ウ
ェブサイトにおいても、インタラクテイブ性の向上により顧客の訪問頻度の増加と、コミュ
ニケーション効果を期待できるのではないか。
1－2　インターネットの特長としてのインタラクティブ性
　Hoffman＆Novak（1996）は、インターネット・マーケティングの嗜矢的論文において、イ
ンターネットと既存メディアとの相違について二既存メディアは「1対大衆」であるのに対し
インターネットは「1対1」の対応が可能な点であると指摘している（注9）。また、テキサス
大学のLeckenbyは、Cho＆Leckenby（1999）において、インターネットの特長を「他のメデイ
アとインターネットをユニークに差別するポイントはインタラクティブ性」であると述べて
いる（注10）。
　以上見たように、インターネットが他のメディアと異なる第1の特長がインタラクテイブ性
なのである。
1－3　利用者調査におけるウェブサイトとインタラクティブ性
　2000年秋、筆者はインターネットユーザー600名を対象に、消費者の評価する良いウェブサ
イトとインタラクティブ性と関係について調査を行った。20の企業サイトを訪問させ、消費
者がどのようにウェブサイトを評価しているのか、そして、消費者の評価する良いウェブサ
イトとインタラクティブ性の関係を考察した。この調査のファインディングとしては、ユー
ザーがウェブサイトに求めていることは、まず「必要な情報があること」、「常に新しく更新
されていること」、「トップページが分かりやすいこと」である。また、同時に、インタラク
テイブ機能の一部であるフィードバック・リンクや会員制なども、ユーザーの総合評価と相
関があることを検証した。
　また、2001年10月に筆者は、インフォプラント社の協力を得て「生活者に役に立つウェブ
サイト」の調査を行った。この調査で、消費者が繰り返し訪問したい企業ウェブサイトの条
件としては、「価値ある情報コンテンツ」、「頻繁な更新による新鮮さ」、「早くダウンロードで
きる仕組み」、「わかりやすいトップページ」、そして、「問い合わせへの迅速な対応」などで
あることが明らかになった。
　この2つの調査と先行研究から、生活者に役に立つウエブサイトの要件を次のようにまとめ
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てみた。
　まず、ウェブサイトを構築する基本的な態度として、制作者志向（Inside－dut）でなく、顧
客志向（Outside－Inの視点）で内容、仕組み、対応を考えること。具体的には、
　　①コンテンッの充実：利用者が時間と費用を負担して訪問する「価値のある情報」
　　　　の提供。
　　②タイムリーなコンテンツの更新：利用者は何時訪れても同じ内容のサイトに再訪
　　　　問しない。
　　③軽くつくる：ユーザーが早くダウンロードできるように。
　　④分かりやすい：トップページで全体が分かるように。サイトマップも。
　　⑤相互作用性の活用：問い合わせのボタンをつくり、ユーザーが意見を言いやすく
　　　　する。また問い合わせには、「迅速に誠実に対応をするスタッフを配置すること」が
　　　　必須である。
　以上の調査と筆者のまとめを踏まえ、今回の調査では、企業ではウェブサイト構築・運営に
当りウェブサイトのインタラクティブ機能をどのように実施しているかを聞く。またインタ
ラクティブ性をどのように評価しているか、さらにウェブサイトの将来性や問題点を探る。
2　企業調査
　今回の調査を実施するに当っての問題意識は、ウェブサイトの購買行動における重要性、
ウェブサイトの増加、ウェブサイト運営上の多額の費用負担、ウェブサイトのインタラクテ
イブ性についての企業の意識、インタラクテイブ機能の具体的な展開などである。
　まず、ウェブサイトの購買行動における重要性についてである。筆者が実施した調査によ
れば、インターネット・ユーザーの多くは、耐久消費財の購入に当って、事前にウェブサイ
トで商品について調査を行っている（注13）。アメリカにおける調査によれば、自動車購入者
の大部分が、ディーラーを訪問する前にウェブサイトで調査をしている（注14）。そして、ウ
ェブサイトで積極的な経験をした消費者に比較して、そのウェブサイトで消極的な経験をし
た消費者は購買意欲を減少する。このようにウェブサイトは購買行動に大きな影響を与え、
企業コミュニケーションにとって極めて重要なのである。
　日経広告研究所の調査によれば、大手企業の大部分が既にウェブサイトを持っている（注
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15）。さらに、筆者が事前調査に伺ったある食品企業では、ウェブサイトの構築に当たって、
データベースを含め2億円以上もの費用をかけ、その後のウェブサイト運営に5名の社員が対
応に当たっているとのことであった。ウェブサイトの構築や運営には相当の費用が投入され
ている、と推定される（注16）。
2－1調査概要
　今回の調査は、2001年12月から2002年1月にかけて、郵送によるアンケート方式で行った。
調査内容は、ウェブサイトの内容、インタラクテイブ機能の実態、ウェブサイトの評価、ウ
ェブサイトの将来性と間題点である。調査対象企業としては、広告主協会会貝社259社へ発送
し、そのうち125社（回答率48％）の129名から回答があった。（1社から2名の回答者が4社あ
った）。
2－2　調査結果
　広告主企業を対象としたアンケート調査結果の内容は、下記の通りである。
2－2－1　ウェブサイトの目的
　ウェブサイトの目的としては、第1が商品情報提供であり、9割近くの企業があげている。
次いで、企業広告・企業ニュースの提供と顧客との関係強化である。ただし、この順位は商品
分類により異なっている。買回品企業では、企業広告・企業ニュースの提供が第2位で、投資
家情報と顧客との関係強化が第3位であるが、最寄品企業では第3位は顧客関係強化で同じで
あるが、懸賞募集が第4位に入っている。
2－2－2　ウェブサイトの内容
　ウェブサイトの内容では、第1位が商品・サービス情報、第2位企業案内・企業ニュース、
第3位人材募集、投資家情報（IR）、第4位広告・CMの内容告知などいずれも、60％以上の企
業があげている。
　ウェブサイトの内容の将来予想を聞き、現在の内容と比較したところ、最も増加すると予
想されたのは、「通信販売受付け」（十25％）で、ついで「クレームの受付け」（十20％）、「メー
ルマガジン」（十19％）、「掲示板」（十16％）である。逆に減少を予想されたのは、「広告・CM
の内容」（一14％）、「企業案内・企業ニュース」（一12％）、「人材募集」（一11％）である。
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2－2－3　コンテンツ更新頻度
　ウェブサイトのコンテンッ更新の頻度については、毎日が合計で34％、週に1回が12％、1ヶ
月に1回が9％、必要な都度が40％で、更新頻度が1週間に1度以上は46％にすぎない。ただし、
商品分類間で有意差があり、買回品企業では毎日が51％と多く、サービス・生産財企業では毎
日は45％で、逆に最寄品企業では毎日は17％と少ない。この更新頻度の違いは、新製品・改良
製品の出現頻度の差が要因であろう。
2－3　インタラクティブ機能
2－3二1　フィードバック・リンク
　インタラクテイブ機能の1つである「フイードバック・リンク」の有無については、合計で
84％のサイトにある。商品分類別では、サービス・生産財企業の93％がフィードバック・リン
クがあり、ついで買回品企業では89％の企業にフィードバック・リンクがあり、最寄品企業
では75％と最も低い（図1）。「フィードバック・リンクの無い」理由で最も多いのは「対応人
員が不足」（88％）である。商品分類によりフイードバック・リンクの有無には、有意差があ
る。ただしニサイト上には、フィードバック・リンクがないが、「商品相談・商品クレームは
電話で」ということで電話番号を表示している企業もある。
図1　フィードバック・リンクの有無 n＝125
2－3－2　間い合＝せに回答するまでの期間
　消費者／顧客からの問い合わせに対し、回答を出すのに要する期間については合計で41％
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が24時間以内に回答を出し、サービス・生産財企業では約半数の48％の企業が24時問以内に回
答を出す。約70％の企業が3日以内に回答を出し、サービス・生産財企業では84％の企業が3日
以内に回答を出すという（図2）。
図2　回答までの期間 n＝125
2－3－3　FAQぺ一ジ
　FAQ（よくある質問）のぺ一ジは、合計で62％の企業にあり、．サービス・生産財企業（71％）
が最も高く、次いで買回品企業は68％で、最寄品企業は53％と最も低い（図3）。商品分類によ
って有意差がある。
図3　FAQぺ一ジの有無 n＝125
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2－3－4会員制度
　何らかの形で会員制度をウェブサイト内に持っている企業は、合計で62％である。最も多
いのは買回品企業（78％）、次いでサービス・生産財（58％）で、最寄品企業（54％）が最も少
ない（表1）。買回品企業は他の2分類と5％水準で有意差がある。
表1会員制度
制度有り、特典なし
制度有り、定期的情報送
制度有り、特典有り
制度有り、モニター依頼
制度有り、掲示板あり
制度有り合計
会員制度なし。
その他
n＝37　　　　　　　　n呂57
買回品
企業数
24
7
5
8
29
8
構成比
2．7％
64．9％
18．9％
13．5％
21．6％
78．4％
21．6％
0．0％
最寄品
企業数
23
9
2
2
31
25
構成比
O，O％
40．4％
15．8％
3．5％
3．5％
54．4％
43．9％
1．8％
n＝31　　　　　　　　n＝125
サービス・生産財
企業数
13
4
18
13
O
構成比
6．5％
41．9％
12．9％
0，O％
O．O％
58．1％
41．9％
O．0％
合　計・
企業数
60
20
7
10
78
46
構成比
2．4％
48．O％
16．0％
5．6％
8．0％
62．4％
36．8％
〇一8％
2－3－5　掲示板
　掲示板について、井上（2001）は、顧客のブランド選好に有効である述べている（注17）。
しかし、今回の調査対象企業では、合計で23％と低い（注18）。商品分類間では、買回品企業
が最も高く35％で、最寄品企業25％、サービス・生産財企業6％である（図4）。掲示板の有無は、
商品分類によって有意差がある。
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2－3－6　ウェブサイトを利用する調査・アンケートの有無
　ウェブサイトの長所の1つが、比較的容易にウェブサイトを利用して調査・アンケートを実
施できる点である。ウェブサイトを利用して調査・アンケートを実施したことのある企業は
合計で66％で、買回品企業（76％）、最寄品企業（70％）、サービス・生産財企業（45％）の順
である（図5）。アンケート実施の有無は、商品分類により有意差がある。
図5　ウェブサイトを利用する調査・アンケートの有無 n＝125
　　　　　合計
サービス・生産財
　　　　最寄品
　　　　買回品
　　□n．a．
80％　90％
2－3－7　ウェブサイトを利用する調査・アンケートの内容
図6　ウェブサイトを利用する調査・アンケートの内容（複数回答） n＝125
0　　　　　　0．1　　　　　0．2　　　　　0．3　　　　　0，4　　　　　0．5　　　　　0．6　　　　　0．7
64％
既存商品評価・不満
25o
懸賞募集 55％
41％
39o
新製品の評価・アイデア 45％
9％
11o
広告の評価
企業イメージ調査
販売店の評価・不満
4％
14o
14％
121％
20％
36％
圏買回品
關最寄晶
□サービス
團合計
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　ウェブサイトを利用した調査・アンケートの内容については、第1位は「既存商品評価・不
満調査」が48％、次いで懸賞募集（41％）、第3位は新製品の評価・アイデア（39％）である。
最寄品企業では懸賞募集が第1位（55％）である（図6）。
2－4　ウェブサイト内容・仕組みのチェック・評価
　ウェブサイトの内容・仕組みをチ土ツク・評価しているかとの質問には、「定期的に評価」
している企業は合計で21％で、最も多い買回品企業でも30％である。制作者以外によるチェッ
クを全く行っていない企業が合計で24％、サービス・生産財企業では35％もある（図7）。
図7　ウェブサイトの内容・仕組みのチェック・評価の実施状況　　　　　　　　n＝125
　　　圃定期的に評価圃利用者の意見を聞く口たまに行う團チェック・評価無し幽その他
　　　　　合計
サービス・生産財
　　　　最寄品
　　　　買回晶
2－6　ウェブサイトの評価1提示意見への賛成度
2－6－1　ウェブサイトの長所（リストを提示し、チェックした点）
　ウェブサイトの長所について、リストを提示しての回答は、第1位が「双方向性がある」
（78％）、第2位「短いリードタイム」（74％）、第3位「クイックレスポンス」（72％）、第4位「企
業イメージ向上」（49％）である。商品分類による相異は、買回品企業では、第1位に「短いリ
ードタイム」（81％）、第2位が「双方向性がある」である（76％）。最寄品企業では、第2位が
「クイックレスポンス」（75％）、第3位「短いリードタイム」（74％）であり、サービス・生産財
企業では、第1位が「クイックレスポンス」（71％）と「双方向性がある」（71％）が同数である。
2－6－2　ウェブサイトについての意見への賛成度
　次に、ウェブサイトの特長・性格について、多くの先行研究で述べられている複数の意見
一132一
新潟国際’1青報大学情報文化学部紀要
を示し賛成度を質問した。質問項目としては、表2にある11項目である。
表2　ウェブサイトについての意見項目
●情報伝達に優れている
●費用効率がよい
●論理的メディア
●楽しさの必要性
●双方向性に優れている
●会員募集・懸賞・プロモーションに有効
●マスコミ広告の補完的なメディア
●1MCの不可欠な一部分
●マスコミ広告とは別のアプローチ必要
●ウェブサイトはブランディングの中核
、●関係性強化（CRM）に有効
　平均点の算出は、非常にそう思う＝3、そう思う＝2、まあそう思う＝1、ややそう思わな
い＝一1、そう思わない＝一2、全くそう思わない＝一3として算出した。
　なお、意見項目については、サンプルは129名である。また、ウェブサイトは一般には「ホ
ームページ」と言われており、この質問では、「ホームページ」を用いて質問した。
　これらの項目のうち、本報告のテーマに関連のある項目について簡単に説明する。
2－6－2一→情報伝達に優れている
　「ホームページは情報伝達に優れている」との問いに対しては、「非常にそう思う」13％、
「そう思う」37％、「まあそう思う」35％と回答者の86％が同意し、平均的には「まあそう思う」
（1．25）である。買回品企業の平均点がやや高いが、商品分類問には有意差はない。
2－6－2－2　費用効率がよい
表3　「ホームページは費用効率がよい」 n≡128
3
2
　1
－1
－2
－3
非常にそう思う
そう思う
まあそう思う
ややそう思わない
そう思わない
全くそう思わない
平均
分散
買回品
企業数
2
10
11
5
37
0．474
2．418
構成比
5．4％
27．0％
29．7％
24．3％
13．5％
O．O％
100．O％
最寄晶
企業数
4
8
19
18
10
60
O．767
25．063
構成比
6．7％
13．3％
31．7％
30．O％
16．7％
1．7％
100．0％
サービス生産財
企業数
8
7
7
31
O．129
2．516
構成比
O．O％
25．8％
29．O％
22．6％
22．6％
0．O％
100．O％
合　計
企業数
6
26
39
34
22
128
O．219
構成比
4．7％
20．3％
30．5％
26．6％
17．2％
O．8％
100．0％
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　「ホームページは費用効率がよい」という問いについては、「まあそう思う」を含めて肯定
的な回答者は55％で、否定的な回答者（46％）よりわずかに多く、意見が分かれている（表3）。
商品分類による平均値は最寄品企業がやや高くて（0，767）、「まあそう思う」に近いが、検定
結果では商品分類間に有意差はない。なお、この点について、自由記入意見でも、「費用効率
が不明」「費用効率が悪い」という意見が相当数ある（参照p．137）。
2－6－3楽しさが必要である
　「消費者向けのホームページは、楽しさが必要である」については、合計で肯定的な回答が
95％あり、最寄品企業では「非常にそう思う」（38％）、「そう思う」（47％）と85％以上が強く
肯定的である。平均点は最寄品企業が2．2、買回品1．8、サービス・生産財1．7であり、最寄品企
業と他の商晶分類企業とは5％水準で有意差がある。
2－6－4　双方向性に優れている
　「ホームページは、双方向性に優れている」については、「非常にそう思う」（18％）、「そう
思う」（37％）、「まあそう思う」（31％）と合計で86％の回答者が肯定している（表4）。最寄品
企業では90％の回答者が肯定しているが、商品分類間で有意差はない。
表4　「ホームページは双方向性に優れている」
買回品 最寄品 サービス・生産財
n＝128
合　計
企業数構成比企業数構成比企業数構成比企業数構成比
3非常にそう思う
2　そう思う
　1一まあそう思う
一1　ややそう思わない
一2　そう思わない
一3全くそう思わない
718．9％　　1220．0？ら
14　　37．8％　　　　20　　33．3％
10　　27．Oツら　　　　22　　36．7％
3　　8．1％
2　　5．4％
1　　2．7％
3　　5．O％
3　　5．O％
O　　O．O％
412．9％　　2318．O％
13　　41．9％　　　　47　　36．7？ら
8　　25．8％　　　　40　　31．3％
3　　9I7％
3　　9．7％
0　　0．O％
9　　7．O％
8　　6．3％
1　　0．8％
37　100．O％　　　　60　100．0？ら　　　　31　100．0？ら　　　128　100．O％
平均
分散
1．289
2．319
1．483
1．576
1．194
2．228
1，367
2－6－5会員募集・懸賞・プロモーションに有効
　「ホームページは、会員募集や懸賞・プロモーションに有効である」については、合計で
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92％の回答者が肯定している（表5）。最寄品企業の平均値は高く最も肯定的で、サービス・生
産財企業では低い。商品分類間には有意差がある。
表5　「ホームページは会員募集や懸賞・プロモーションに有効である」
買回品 最寄品 サービス・生産財
n＝128
合　計
企業数構成比企業数構成比企業数構成比企業数構成比
3非常にそう思う
一2　そう思う
　1　まあそう思う
一1　ややそう思わない
一2　そう思わない
一3全くそう思わない
38．1％　1016．7％
15　40．5ツら　　　24　40．09ら
1　　3－29ら　　　14　　10．99ら
9　　29．0％　　　　48　　37．5％
17　　45．99ら　　　　24　　40．O％　　　　15　　48．4％　　　　56　　43．8％
2　　5．4％
0　　0．O％
0　　0．O％
2　　3．3％
0　　0．0％
0　　0．0％
2　　6．5％
4　12．9％
0　　0．O％
6　　4．7％
4　　3．1％
0　　0．0％
37　100．O％　　　　60　100．O％　　　　31　100．09ら　　　128　100．0％
平均
分散
1．421
〇一791
1．667
0．768
O．839
1．873
1－406
2－6－6　1MC（統合的マーケティング・コミュニケーション）の不可欠な一部分
　「ホームページはIMC（統合的マーケテイング・コミュニケーション）の不可欠な一部分」
については、合計で大部分（89％）の回答者が賛成である（表6）。商品分類間では買回品企
業の平均値が最も高く、買回品企業と最寄品企業では10％水準で有意差がある。
表6　「ホームページは1MCの不可欠な一部分である」
買回品 最寄品 サービス・生産財
n＝128
合　計
企業数構成比企業数構成比企業数構成比企業数構成比
3非常にそう思う
2　そう思う
　1　まあそう思う
一1　ややそう思わない
一2　そう思わない
一3全くそう思わない
合計
平均
分散
8　21．6％ 7　11．7％ 516．1％　　2015．6％
14　37．8％　　　　26　43．3％　　　　14　4512％　　　　54　42．2％
13　　35．1％　　　　19　　31．7％
2　　5．4％
0　　0．0％
0　　0．O％
4　　6．7％
4　　6．7％
O　　O．0％
825．8？ら　4031．39ら
1　　3．2％
3　　9．7％
0　　0．0％
7　　5．5％
7　　5．5％
0　　0．0％
37　100．0％　　　　60　100．0％　　　　31　100．0％　　　128　100．O％
1－658
1．042
11333
1．684
1．419
1．985
1．461
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2－6－7　マスコミ広告とは別のアプローチ必要
　「ホームページの計画・制作は、従来のマスコミ広告とは別のアプローチが必要である」に
ついては、合計で92％の回答者が肯定し、平均点1，813で「そう思って」いる（表7）。買回品
企業とサービス・生産財企業のほうが最寄品企業よりもやや肯定的であるが、商品分類間の有
意差はない。
表7　「ホームページの計画・制作は、従来のマスコミ広告とは別のアプローチが必要である」　n＝128
買回品 最寄品 サービス・生産財 合　計
企業数構成比企業数構成比企業数構成比企業数構成比
3非常にそう思う
2　そう思う
　1　まあそう思う
一1　ややそう思わない
一2　そう思わない
一3全＜そう思わない
合計
平均
分散
14　　37．89ら　　　　12　　20．0％　　　　12　　38．7？ら　　　　38　　29．7％
13　　35．1％　　　　30　　50．O％　　　　13　　41．9？ら　　　　56　　43．8％
7　　18．9％　　　　14　23．3％
3　　8．1％
0　　0．0％
O　　O．O％
O　　O．O％
■3　5．0％
1　　1．7％
39．7％　2418．8％
0　　0．O％
3　　9．7％
O　　O．O％
3　　2．3％
6　　4．7％
1　　0．8％
37　100－0％　　　　60　100．O％　　　　31　’100．O？ら　　　128　100．0？ら
1．895
1．394
1－683
1．576
1．903
2．090
1．813
2－6－8　関係性強化（CRM）に有効
　「ホームページは、既存顧客との関係性強化（CRM）に有効である」については、合計で
「非常にそう思う」15％、「そう思う」45％、「まあそう思う」33％と93％の回答者が肯定して
いる（表8）。平均値は、商品分類間でもほとんど差がなく、有意差はない。．
表8　「ホームページは、既存顧客との関係性強化（CRM）に有効である」　n＝128
買回品 最寄品 サービス・生産財 合　計
企業数構成比企業数構成比企業数構成比企業数構成比
3非常にそう思う
2　そう思う
　1　まあそう思う
一1　ややそう思わない
一2　そう思わない
一3全くそう思わない
5　15．2％ 8　13．3％ 5　　17．9？ら　　　　18　　14．9％
13　　39－4％　　　　　27　　45－O％　　　　　15　　53．69ら　　　　55　　45．5％
12　　36．4％　　　　24　　40．0％
S　g．1％
O　　O．0％
0　　0．0％
1　　1．7％
0　　010％
0　　0．O％
4　　14．3％　　　　40　　33．1％
2　　7．1％
2　　7．1％
0　　0．0％
6　　5．O％
2　．1．7％
0　　0．0％
33　100－09ら　　　　60　100．O％　　　　　28　100．0％　　　　121　100．0ツら
平均
分散
1．606
0．746
1．606
O．746
1．607
1．655
1．603
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2－6－9　ウェブサイトヘの意見についての平均点のまとめ
　ウェブサイトについての意見への賛成度では、「楽しさの必要性」「既存媒体とは別のアプ
ローチが必要」「CRMに有効」「IMCの不可欠な部分」などの項目に比較的賛成者が多い。
2－7　ウェブサイトについての意見（自由記入）
2－7－1　ウェブサイトの将来性
　自由記入でウェブサイトの長所・将来性を聞
いたところ、129名中49名が意見を記入した。
項目としては、「将来性あり、期待する」（13名）
が最も多く、ついでCRMに有効（9名）、双方
向性（5名）、IMCの一環（4名）、’ブロードバン
ド（4名）、クイックレスポンス（2名）、効果測
定可能（2名）の順である（表9）。
表9　ウェブサイトの将来性・長所
項　目
将来性あり、期待する
CRM
双方向性
lMdの一環
ブロードバンド
ブランディング
クイックレスポンス
意見数
13
9
5
5
4
3
効果測定可能
2－7－2　ウェブサイトの問題点
　ウェブサイト（ホームページ）の問題点につ
いて73名から82の意見が記入されている。
　問題点として最も多く指摘されたのは、費
用対効果に関することである。「効果不明」と
いう意見が17名おり、「維持運営費用」を指摘
する意見が7名、さら幸こ「読者獲得費用」も8
名））る。したがって、ウェブサイト運営に当
っては、投下費用対効果が最大の課題と言え
よう（表10）。
　第2位は「セキュリテイ」（14名）、ついで
「限界ターゲット」（7名）、「企業内の認識不足」
（5名）、「操作性」（5名）、「リアルビジネスとの
関連」（4名）その他である。
その他
表10　ウェブサイトの間題点
効果不明
項．目
セキュリティ
読者獲得費用
維持運営費用
限界ターゲット
企業内の認識不足
操作性
リアルビジネスとの関連
その他
11・
意見数
17
14
8
7
7
5
5
4
15
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3　問題点への対応策一マネジリアル・インプリケーション
　企業ウェブサイトの最大の問題点は、ウェブサイト運営に必要な費用に相応する効果がは
っきりしないことである。今回の調査対象が、主として直接販売を目的としない、いわゆる
「ブランド・サイト」であるため、ウェブサイトによる売り上げ効果を直接の効果測定指標と
しては使用できない。
　しかし、広告のコミュニケーション効果の測定は、企業が事前にコミュニケーション活動
の目的を明確にし、定量的な目標を設定しておくことにより、初めて事後に効果測定ができ
る（参照「目標による広告管理：DAGMAR」注19）。
　アメリカのウェブサイト・コンサルタントのGrahamは、「ウェブサイトのブランデ’イング
目標を具体的に設定せよ」という記事において、通信販売を目的としない企業ウェブサイト
の目的はブランディングであり、その指標としてはブランドの知名率、理解率、購入意向率
をあげている（注20）。
　また、インターネット・マーケティングの専門家であるSteme（2002）は、50社のウェブサ
イト責任者やマーケティング責任者への聞き取り調査からウェブサイトの広告効果測定につ
いて次のように提案している。
　Stemeは、まず効果測定の必要性を検討した上で、表11にあるようなステップで、事前に目
標を設定し、事後に結果を測定せよという。
　この提案は、基本的には古くからある　　　表11Web効果測定尺度設定のプロセス
「目標による広告管理一DAGMAR」のウェ
ブサイト版であると言えよう。
　要するに、ウェブサイトのコミュニケー
ション効果を測定するには、その企業の商
品特性、顧客の購買行動を研究し、その商
品のコミュニケーション・スペクトラムを
設定する。そして、ウェブサイトビジター
1．必要性の確認
2．目標の明確化
3．測定尺度の明確化
4．データの収集
5．基本ポジションの構築
6．鍵となる要因の確認と知識の応用
7．結果の想定：成功の具体的な定量化
Sterne，J，〈2002），〃θわ〃e肋os，Wiley，p．29．
とその他の消費者を対象に、それぞれの知名率、理解率、購入意向率等の差を調査すること
によって、ウェブサイトの効果測定ができるのではないか。
上記のようなコミュニケーション効果の定量的な測定の他に、掲示板への投書から得られ
るセールスのヒントや新製品のヒント、プロモーションのヒントなどの定性的な効果もウェ
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ブサイトの効果である。ある食品企業では、この定性的な効果のほうが大きいと述べていた
（筆者の訪問調査）。
4　まとめと今後の研究課題
4－1　まとめ
　今回9）調査結果を、次のようにまとめることができよう。
　1）大部分の企業ウェブサイトが、インタラクテイブ機能（掲示板を除く）を備えている。
　2）企業ウェブサイトの長所として、インタラクテイブ性、顧客関係強化機能は評価され
　　　ている。
　3）インタラクティブ機能の維持には相当の費用がかかり問題となっている。
4－2　問題点への提案
　今回の調査で最も多く指摘された問題点は、費用対効果であり、ウェブサイトの効果測定
の技法である。筆者としては、広告効果測定の原則として、DAGMARで述べられた「目標を
事前に設定すれば効果測定は可能」であることを強調したい。
　もちろん、ウェブサイトは新しい広告形態であるから、Stemeが提案しているように広告
効果測定尺度は新しく構築する必要がある。この新しい広告効果測定尺度は企業の広告目標
により異なる．から、企業はそれぞれの広告目標に準じて設定すべきであろう。
4－3　今後の研究課題
　企業ウェブサイトについて、利用者サイドからの期待・要望と、広告主の実態・認識にはや
や落差があるようである。インタラクティブ性はウェブサイトの長所であるが、これを実行
するには費用がかる。自由記入意見の中に、「クイックレスポンスが求められ、顧客満足を追
求すれば、費用・労力がかかる」とあった。このように理論的な長所であるインタラクテイ
ブ性と、実務上の問題である投下費用に相応すする効果の研究がさらに要請されている。
　また、「ウェブサイトの存在、内容を知らせるための別の広告が必要となる」、「制作費、広
告費を総合すると必ずしも安価なメディアではない」という意見もある。既存の広告と違い
ウユブサイトを開設しても告知をしなければ、ほとんど訪問者はいない。この問題に関連し
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て、統合的マーケティング・コミュニケーションの一部としてのウェブサイト活用に関する
研究が必要である。
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